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さいたま市サーマルエネルギーセンター整備事業（DBO） 

基本契約書 
 

 

さいたま市（以下「発注者」という。）と【応募企業又は応募グループ（「構成員」である○（代表

企業）及び○、並びに「協力企業」である○及び○をいう。）（以下、構成員と協力企業を総称して又

は個別に「構成企業」という。）及び【 運営事業者 】（以下、「運営事業者」といい、構成企業と

運営事業者を総称して又は個別に「受注者」という。）は、さいたま市サーマルエネルギーセンター

整備事業（DBO）（以下「本事業」という。）に関する基本的な事項について合意し、次のとおり基本

契約（以下「本基本契約」という。）を締結する。 

なお、本基本契約において使用される用語は、本基本契約に特段の規定がある場合又は文脈上別異

に解すべき場合を除き、さいたま市サーマルエネルギーセンター整備事業（DBO）入札説明書において

定義された意味を有する。 

 

【本基本契約の対象となる事業の表示】 

 

1 事 業 名  さいたま市サーマルエネルギーセンター整備事業（DBO） 

 

2 事 業 場 所  さいたま市見沼区大字膝子626番地1外 

 

3 事 業 期 間  事業契約締結日（本契約としての成立日をいう。以下同じ。）から 

平成52年（2040）3月31日まで 

設計・建設期間：事業契約締結日から平成39年（2027）3月31日まで 

運 営 期 間：平成37年（2025）4月1日から平成52年（2040）3月31日まで 

※建設対象施設（新規に建設する高効率ごみ発電施設、マテリアルリサイクル推

進施設をいう。以下同じ。）の竣工及び引渡日：平成37年（2025）3月31日 

 

4 契約保証金 

(1) さいたま市サーマルエネルギーセンター整備事業（DBO）建設工事請負契約（以下「建設工

事請負契約」という。）に係る契約保証金 

請負代金額の10分の1以上に相当する金額 

(2) さいたま市サーマルエネルギーセンター整備事業（DBO）運営業務委託契約（以下「運営業

務委託契約」という。）に係る契約保証金 

運営業務委託料の総額を15で除した額の10分の1以上に相当する金額 

(3) さいたま市サーマルエネルギーセンター整備事業（DBO）焼却灰運搬業務委託契約（以下「焼

却灰運搬業務委託契約」という。）に係る契約保証金 

焼却灰運搬業務委託料の総額を15で除した額の10分の1以上に相当する金額 

(4) さいたま市サーマルエネルギーセンター整備事業（DBO）焼却灰資源化業務委託契約（以下

「焼却灰資源化業務委託契約」という。）に係る契約保証金 

焼却灰資源化業務委託料の総額を15で除した額の10分の1以上に相当する金額 

 



5 本基本契約に付随する契約 

(1) 発注者と[     ]／[     ]建設工事共同企業体（以下「建設事業者」という。）

との間で締結される建設工事請負契約 

(2) 発注者と運営事業者との間で締結される運営業務委託契約 

(3) 発注者と[     ]（以下「焼却灰運搬事業者」という。）との間で締結される焼却灰

運搬業務委託契約 

(4) 発注者と[     ]（以下「焼却灰資源化事業者」という。）との間で締結される焼却

灰資源化業務委託契約 

本基本契約及び上の各号に掲げる契約は、不可分一体なものとして、本事業における事業契約

を構成する（以下総称して又は個別に「事業契約」という。）。 

 

 

上記本事業について、本基本契約の当事者は、各々対等な立場における合意に基づいて、さいたま

市会計規則（平成13年規則第61号）、さいたま市契約規則（平成13年規則第66号）及び以下に定める

契約条項によって、公正な契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

なお、本基本契約は仮契約であって、建設工事請負契約の締結についてさいたま市議会の議決を取

得した日に本契約として成立することを確認する。建設工事請負契約の締結について、さいたま市議

会の議決を得られなかった場合は、この仮契約を無効とし、その場合において発注者は一切の責任を

負わない。 

 

本基本契約の成立を証するため、本書の原本[  ]通を作成し、各当事者記名押印の上、各自その

1 通を保有するものとする。 

 

平成  年（   ）  月  日 

 

（発注者） 埼玉県さいたま市浦和区常盤6丁目4番4号 

 さいたま市 

 さいたま市長  清水 勇人 印 

 

（受注者） （構成員（代表企業）） 

 ［住  所］ 

 ［会 社 名］ 

 ［代表者名］ 印 

 

 （構成員） 

 ［住   所］ 

 ［会 社 名］ 

 ［代表者名］ 印 

 

 （構成員） 

 ［住   所］ 

 ［会 社 名］ 

 ［代表者名］ 印 

 

 （協力企業） 

 ［住   所］ 



 ［会 社 名］ 

 ［代表者名］ 印 

 

 （協力企業） 

 ［住   所］ 

 ［会 社 名］ 

 ［代表者名］ 印 

 

 （運営事業者） 

 ［住   所］ 

 ［会 社 名］ 

 ［代表者名］ 印 
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（目的） 

本基本契約は、発注者及び受注者が相互に協力し、本事業を円滑に実施するために必要な基第1条 

本的事項を定めることを目的とする。 

 

（公共性及び民間事業の趣旨の尊重） 

受注者は、本事業が公共性を有することを十分理解し、本事業の実施にあたっては、その趣第2条 

旨を尊重するものとする。 

 発注者は、本事業が民間企業によって実施されることを十分に理解し、その趣旨を尊重するもの2 

とする。 

 

（事業の概要等） 

本事業の概要は、別紙 1 第 1 項記載のとおりとする。 第3条 

 本事業の日程は、別紙 1 第 2 項記載の日程（以下「事業日程」という。）のとおりとする。 2 

 本事業において設計・建設及び運営するサーマルエネルギーセンター（以下「本施設」という。）3 

の概要は、別紙1第3項のとおりとする。 

 

（入札説明書等の優先順位） 

本基本契約、建設工事請負契約、運営業務委託契約、焼却灰運搬業務委託契約及び焼却資源第4条 

化業務委託契約、質問回答書（入札説明書等に関する質問書兼回答書（第 1 回）、入札説明書等に

関する質問書兼回答書（第 2 回）及び対面的対話議事録を総称していう。以下同じ。）、要求水準書、

入札説明書、入札提案書類の間に齟齬がある場合、本基本契約、建設工事請負契約及び運営業務委

託契約、焼却灰運搬業務委託契約及び焼却資源化業務委託契約、質問回答書、要求水準書、入札説

明書、入札提案書類の順にその解釈が優先するものとする。ただし、発注者と受注者が協議の上、

入札提案書類の記載内容が要求水準書を上回ると確認した場合には、当該部分については入札提案

書類が要求水準書に優先するものとする。 

 受注者が本事業の入札説明書に基づき提出した入札提案書類に記載された内容は、受注者に履行2 

義務があるものとする。ただし、発注者の判断により履行義務としない場合がある。 

 発注者及び受注者は、さいたま市サーマルエネルギーセンター整備事業 PFI 等審査委員会が受注3 

者の入札提案書類に対して示した要望、指摘等を実現するよう努めるものとする。 

 

（役割分担） 

本事業の実施において、受注者を構成する各当事者は、それぞれ、次の各号に定める役割及第5条 

び業務実施責任を負うものとし、その責任の範囲内において本事業を実施するものとする。 

 本施設の設計に関する一切の業務及び本施設の建設に関する一切の業務（以下「設計・建設(1) 

業務」といい、既存東部環境センター（以下「解体対象施設」という。）の解体工事を含む。以

下同じ。）は、建設事業者がこれを請け負う｡ 

 本施設のうち本事業の運営対象施設（以下「運営対象施設」という。）の運営（運転、維持管(2) 

理、補修、更新等を含むがこれに限らない。）に関する一切の業務（以下「運営業務」という。）

は、運営事業者がこれを受託する。 

 焼却灰の運搬に関する一切の業務（以下「焼却灰運搬業務」という。）は、焼却灰運搬事業者(3) 

がこれを受託する。 

 焼却灰の資源化に関する一切の業務（以下「焼却灰資源化業務」という。）は、焼却灰資源化(4) 

事業者がこれを受託する。 
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（特定建設工事共同企業体の組成） 

建設事業者は、建設事業者が複数の企業により構成される場合、設計・建設業務を請け負う第6条 

にあたり、特定建設工事共同企業体（以下「建設共同企業体」という。）を組成することができる。 

 建設事業者は、前項の定めるところに従い建設共同企業体を組成した場合には、建設共同企業体2 

の組成及び運営に関し建設共同企業体協定書を締結の上、その原本証明付写しを発注者に提出する

ものとする。 

 建設事業者は、前項に規定する建設共同企業体協定書に変更があったときは、その都度遅滞なく、3 

変更後の建設共同企業体協定書の原本証明付写しその他変更内容を証する書面を併せて発注者に

提出するものとする。 

 

（運営事業者の運営） 

構成員は、運営事業者が、本事業のうち運営業務（本基本契約において運営事業者が負担す第7条 

る義務の履行を含む。以下同じ。）を遂行することのみを目的として、構成員により適法かつ有効

に設立されたものであることを確認する。 

 構成員は、構成員間において締結した運営事業者の設立及び運営に関する株主間契約が、次の各2 

号に掲げる事項を含み、かつ、構成員が次の各号に掲げる事項に反する書面又は口頭による合意を

締結していないことを確認する。 

 次の各号に掲げる事項に従って運営事業者の定款を作成していること。なお、これを発注者(1) 

の事前の書面による承諾なくして削除し、又は変更しないこと。 

ア 運営事業者の目的は、運営業務（本基本契約において運営事業者が負担する義務の履行を含

む。）を実施することのみであること。 

イ 運営事業者の本店所在地は、さいたま市内とし、さいたま市外の土地に移転させないこと。 

ウ 運営事業者の株式はすべて譲渡制限株式とし、会社法（平成 17 年法律第 86 号）第 107 条第

2 項第 1 号に規定する株式譲渡制限に係る事項の定めがあること。 

エ 会社法第 108 条第 2項各号に規定する種類株式の発行に係る事項の定め及び同法第 109 条第

2 項に規定する株主ごとに異なる取扱いを行う旨の定めがないこと。 

オ 監査役及び会計監査人の設置は任意とする。ただし、設置する場合は、会社法第 326 条第 2

項の規定に従い、監査役及び会計監査人の設置に関する定款の定めがあること。 

 運営業務の開始前までに運営事業者の資本金額を[金     ]円（事業者提案）とし、事(2) 

業期間中これを維持すること。 

 運営事業者への設立当初の出資金額及び株主構成は、別紙2第1項記載のとおりであること。(3) 

また、運営業務開始時から事業期間終了時までにおける運営事業者への出資金額及び株主構成

は、別紙 2 第 2 項記載のとおりとすること。ただし、出資金額及び株主構成の変更に係る発注

者の事前の書面による承諾がある場合を除く。 

 運営事業者の設立に当たり、全ての構成員が出資を行うこととし、構成員以外からの出資を(4) 

認めないこと。 

 代表企業の議決権保有割合を、設立時から事業期間を通じて出資者中唯一最大とすること。 (5) 

 発注者の事前の書面による承諾なくして運営事業者の株式を第三者に譲渡し（構成員間にお(6) 

ける譲渡を含む。）、担保権を設定し、又はその他の処分（これらの予約も含む。）をしないもの

とし、運営事業者をして、構成員以外の第三者に対し、新株又は新株予約権の発行その他の方

法による資本参加を認めさせないこと。 

 構成員は、運営事業者が債務超過に陥った場合、資金繰りの困難に直面した場合など、事業(7) 

の実施に重大な支障が生じる懸念がある場合には、連帯して運営事業者への追加出資又は融資

等の支援措置を講じる等により、運営事業者を倒産させないよう最大限の努力を行うこと。 

 構成員は、事業期間が終了するまで、運営事業者に事業譲渡、合併、会社分割、株式交換、(8) 
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株式移転又は組織変更を行わせてはならないこと。 

 構成員は、運営事業者が運営業務を実施するための人員の確保に協力すること。 (9) 

 構成員は、運営事業者をして、事業契約に基づく義務を遵守させること。 (10) 

 構成員は、前項第1号及び第2号の規定に反する運営事業者の本店所在地、運営事業者の目的、運3 

営事業者の株式の内容及び種類並びに運営事業者の資本金額に関する定款変更を行う旨の株主総

会議案に賛成しないものとする。 

 運営事業者は、発注者に対し、運営事業者設立後速やかに定款の写しを提出するものとする。な4 

お、その後発注者の承諾を得て定款を変更したときには、速やかに変更後の定款の写しを発注者に

対して提出するものとする。 

 運営事業者は、第2項第6号に規定する発注者の承諾を得て、設立時の株主以外の者に対して新株5 

又は新株予約権の発行その他の方法による資本参加を認めるときは、当該承諾を得るに当たって新

たに株主となる者の住所又は所在地及び氏名又は商号若しくは名称をあらかじめ発注者に書面に

より通知するものとする。 

 運営事業者は、経営の透明性を確保するために、各事業年度の2月末日までに、翌年度の事業年6 

度の経営計画を発注者が承認した様式により作成の上、発注者に提出するものとする。発注者は、

当該経営計画を確認し、計画の実現性等に疑義がある場合又は不明確な点等がある場合には、運営

事業者に対し、質問、修正要望等を行うことができるものとする。この場合において、運営事業者

は、発注者の質問、修正要望等に誠意をもって対応しなければならない。 

 運営事業者は、経営の健全性及び透明性を確保するために、会社法上作成が要求される各事業年7 

度の決算期に係る計算書類及び附属明細書並びに監査報告書（運営事業者が会計監査人設置会社で

ない場合、監査法人又は公認会計士が監査を行うものとする。以下計算書類及び附属明細書並びに

監査報告書を総称して又は個別に「財務諸表等」という。）の写しを、各事業年度終了後3か月以内

に発注者に提出するものとする。 

 発注者は、必要があると認める場合、財務諸表等を公表することができるものとする。 8 

 発注者は、財務諸表等を確認し、疑義がある場合には、質問等を行うことができるものとする。9 

この場合、運営事業者は発注者の質問に誠意をもって対応しなければならない。 

 構成員は、事業期間中にわたり、第2項第1号から第10号に規定される事項を遵守することを、発10 

注者に対し誓約する。 

 構成員は、発注者の要請に応じ、その保有する運営事業者の株式に発注者を担保権者とする担保11 

権を設定しなければならない。 

 

（事業契約） 

発注者と建設事業者とは、設計・建設業務に関し、建設工事請負契約を本基本契約の締結日第8条 

付で締結する。 

 発注者と運営事業者とは、運営業務に関し、運営業務委託契約を本基本契約の締結日付で締結す2 

る。 

 発注者と焼却灰運搬事業者とは、焼却灰運搬業務に関し、焼却灰運搬業務委託契約を本基本契約3 

の締結日付で締結する。焼却灰運搬事業者が複数の場合には、発注者は、各焼却灰運搬事業者と焼

却灰運搬業務委託契約をそれぞれ締結する。 

 発注者と焼却灰資源化事業者とは、焼却灰資源化業務に関し、焼却灰資源化業務委託契約を本基4 

本契約の締結日付で締結する。焼却灰資源化事業者が複数の場合には、発注者は、各焼却灰資源化

事業者と焼却灰資源化業務委託契約をそれぞれ締結する。 

 前各項の規定にかかわらず、発注者は、本事業に関し、受注者を構成する各当事者の全部又は一5 

部が入札説明書において定められた入札参加資格を欠くこととなった場合又は次の各号のいずれ

かに該当するときは、受注者に書面により通知することにより、事業契約を解除することができる。 
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 事業契約に関し、受注者又は受注者を構成事業者とする私的独占の禁止及び公正取引の確保(1) 

に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第 2 条第 2 項の事業者団

体（以下「受注者等」という。）が、独占禁止法第 3 条又は第 8 条第 1 号の規定に違反したとし

て、受注者等に対する独占禁止法第 7 条若しくは第 8 条の 2 の規定による排除措置命令又は独

占禁止法第 7 条の 2 第 1 項（独占禁止法第 8 条の 3 において準用する場合を含む。）の規定によ

る課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）が確定したとき（確定した納付命令が独占禁

止法第 63 条第 2 項の規定により取り消されたときを含む。）。 

 事業契約に関し、受注者（受注者が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）の独(2) 

占禁止法第 89 条第 1 項又は刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 96 条の 6 に規定する刑が確定し

たとき。 

 他の事業契約が受注者のうち当該事業契約の当事者となる者の責めに帰すべき事由により解(3) 

除されたとき。 

 第 1 項から第 4 項までの規定にかかわらず、発注者は、受注者を構成する各当事者の全部又は一6 

部が次の各号のいずれかに該当するときは、受注者に書面により通知することにより、事業契約を

解除することができる。 

 役員等（受注者が個人である場合にはその者、受注者が法人である場合にはその役員又はそ(1) 

の支店若しくは常時建設工事の請負契約若しくは業務委託契約を締結する事務所の代表者をい

う。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年

法律第 77 号。以下「暴力団対策法」という。）第 2 条第 6 号に規定する暴力団員（以下この号

において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

 暴力団（暴力団対策法第 2 条第 2 号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又(2) 

は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的(3) 

をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

 役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的ある(4) 

いは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 (5) 

 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が(1)から(5)まで(6) 

のいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

 受注者が、(1)から(5)までのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料の購入契約(7) 

その他の契約の相手方としていた場合（(6)に該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対

して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。 

 

（設計・建設業務） 

建設事業者は、設計・建設業務を、建設工事請負契約、質問回答書、要求水準書、入札説明第9条 

書及び入札提案書類に基づき実施するものとする。 

 建設事業者は、建設工事請負契約の本契約としての成立後、速やかにその業務に着手し、平成 372 

年（2025）3 月 31 日までに建設対象施設を完成させ、発注者に引き渡す。 

 建設事業者は、平成 39 年（2027）3 月 31 日までに解体対象施設の解体工事を完了する。 3 

 

（運営業務） 

運営事業者は、運営業務を、運営業務委託契約、質問回答書、要求水準書、入札説明書及び第10条 

入札提案書類に基づき実施するものとする。 

 運営事業者は、運営期間の開始日までに運営準備を実施し、運営期間における運営業務を実施す2 

る。 
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 発注者及び受注者は、別紙1第2項に記載された事業日程にかかわらず、運営期間の始期について3 

協議することができ、合理的な理由により協議が整った場合は、運営期間の始期を変更することが

できる。 

 運営事業者は、運営業務委託契約により委託を受ける業務を実施するための人員を、自らの責任4 

で確保しなければならない。 

 

（焼却灰運搬業務） 

焼却灰運搬事業者は、焼却灰運搬業務を、焼却灰運搬業務委託契約、質問回答書、要求水準第11条 

書、入札説明書及び入札提案書類に基づき実施するものとする。 

 前条第 3 項の規定により運営期間が変更された場合には、焼却灰運搬業務の業務期間も変更する2 

ものとする。 

 

（焼却灰資源化業務） 

焼却灰資源化事業者は、焼却灰資源化業務を、焼却灰資源化業務委託契約、質問回答書、要第12条 

求水準書、入札説明書及び入札提案書類に基づき実施するものとする。 

 第 10 条第 3 項の規定により運営期間が変更された場合には、焼却灰資源化業務の業務期間も変2 

更するものとする。 

 

（再委託等） 

建設工事請負契約又は運営業務委託契約に基づき受託し、又は請け負った業務に関し、建設第13条 

事業者又は運営事業者は、合理的に必要と認められる部分につき、建設工事請負契約又は運営業務

委託契約の定めるところに従って第三者に委託し、又は請け負わせることができるものとする。 

 

（事故、故障等の発生時の対応） 

運営事業者は、運営期間中において、本施設のうち本事業の運営対象施設（以下「運営対象第14条 

施設」という。）につき事故、故障等の異常事態が発生した場合、運営業務委託契約書第 34 条の規

定に従い、運営対象施設の運転を停止し、又は監視を強化し、その他異常事態に至った原因の究明

及びその責任の所在の分析等を行う。 

 受注者を構成する各当事者は、別紙 3 に示す協議ルールに従い、運営事業者が、発注者に対して2 

速やかに次項に定める異常事態に関する報告又は協議の申し入れを行うことを可能とするために

協議を行うものとする。受注者を構成する運営事業者以外の各当事者は、当該協議の結果に基づき、

運営事業者の行う原因の究明及び責任の所在の分析等に協力しなければならない。 

 運営事業者は、合理的な理由のない限り、第 1 項に定める異常事態の発生から〔2 週間以内〕（事3 

業者提案）に、発注者に対して、当該異常事態に関する報告又は協議の申し入れを行わなければな

らない。ただし、緊急を要する事態については、即時に報告しなければならない。 

 前項に定める報告又は協議の申し入れに係る期限内に、運営事業者が発注者に対する報告又は協4 

議の申し入れを行わなかった場合、かかる報告又は協議の申し入れの不履行は、当該異常事態の発

生に係る責任の所在の如何にかかわらず、運営事業者の債務不履行を構成するものとする。 

 

（本施設の維持管理、保守、更新に係る協力） 

建設事業者は、本施設の維持管理、保守、更新について、本施設に係る部品の供給（事業期第15条 

間中における部品の確保を含む。）、本施設の補修の支援等、運営事業者及びさいたま市サーマルエ

ネルギーセンター整備事業（リサイクル O）（以下「事業（リサイクル O）」という。）に係る業務の

受託事業者（以下「事業者（リサイクル O）」という。）に対して適切な協力を行うものとする。 
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（受注者を構成する各当事者間の調整） 

受注者を構成する各当事者間において、本事業に係る業務の役割分担等に問題が生じた場合第16条 

は、各当事者は、代表企業による調整に協力しなければならない。 

 受注者を構成するいずれか又は複数の当事者の責めに帰すべき事由によって、受注者を構成する2 

他の当事者に損害が発生した場合は、各当事者間で解決するものとし、損害を被った当事者は、発

注者に対して損害の賠償を求めることはできない。 

 焼却灰運搬事業者が焼却灰運搬業務委託契約を履行することができなくなり、他の事業者に焼却3 

灰運搬業務を代替させる必要があるときは、運営事業者は、発注者に他の焼却灰運搬業務の事業者

を提案するものとし、受注者は、運営事業者の提案提出に協力するものとする。 

 焼却灰資源化事業者が焼却灰資源化業務委託契約を履行することができなくなり、他の事業者に4 

焼却灰資源化業務を代替させる必要があるときは、運営事業者は、発注者に他の焼却灰資源化業務

の事業者を提案するものとし、受注者は、運営事業者の提案提出に協力するものとする。 

 焼却灰運搬事業者が運搬し、焼却灰資源化事業者が処理する焼却灰の量又は性状が、事業者提案5 

によって計画された量又は性状から著しく増減し、又は逸脱し、かかる状態が将来にわたり継続す

ると認められる場合は、発注者、運営事業者、焼却灰運搬事業者及び焼却灰資源化事業者の 4 者で

協議を行うものとする。 

 

（運営事業者の損害賠償義務等の履行の保証） 

構成員は、運営業務委託契約に基づく運営事業者の発注者に対する損害賠償義務及び違約金第17条 

支払義務の履行を、連帯して保証するものとする。 

 前項に規定する保証の額の上限は、保証債務の履行請求のあった日を基準日とする残期間に係る2 

運営業務委託料の総額の 10 分の 1 又は運営業務委託料（保証債務の履行請求のあった日が属する

事業年度の翌事業年度に予定する運営業務委託料）のいずれか大きい額とする。 

 構成員は、運営業務委託契約書第 48 条第 4 項の規定に基づき運営事業者が運営対象施設の補修3 

を行う必要がある場合で、同項に規定する期間内において運営事業者が既に解散しているときは、

運営事業者に代わり、自己の費用により、同項に規定する補修を行う。 

 

（本施設における電気事業法上の責任等） 

発注者及び受注者は、本施設において受注者が、電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）に第18条 

定められた法令上の責任を負うとともに、当該責任を果たすための権限を有することを確認する。 

 前項の規定にかかわらず、発注者及び受注者は、自家用電気工作物の工事、維持及び運用に関す2 

る保安の監督に関し、次の各号に掲げる事項を、本事業の実施において遵守することを確認する。 

 受注者は、発注者から委託を受けた本施設の自家用電気工作物（電気事業法第 38 条第 4 項に(1) 

定義される自家用電気工作物。以下本条において同じ。）について、電気事業法第 39 条第 1 項

の義務を果たすものとする。 

 自家用電気工作物を設置する者は、自家用電気工作物の工事、維持及び運用の保安を確保す(2) 

るにあたり、電気事業法第 43 条第 1 項の規定に従って選任された主任技術者（以下「主任技術

者」という。以下本条において同じ。）の意見を尊重する。 

 自家用電気工作物の工事、維持及び運用に従事する者は、主任技術者として選任された者が(3) 

その保安のためにする指示に従う。 

 主任技術者として選任された者は、自家用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安の(4) 

監督の職務を誠実に行う。 

 

（事業間連携に係る協定の締結） 

受注者のうち、代表企業、マテリアルリサイクル推進施設のプラント設備の設計・建設業務第19条 
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を担当する構成員及び運営事業者（以下「受注者（協定当事者）」という。）は、事業（リサイクル

O）の事業契約締結後、速やかに、発注者、受注者（協定当事者）及び事業者（リサイクル O）との

三者間で、本事業と事業（リサイクル O）との事業間連携に係る協定を締結するものとする。 

 本事業の事業期間内において、事業（リサイクル O）の事業契約期間（以下「当初契約期間（リ2 

サイクル O）」という。）が終了し、当初契約期間（リサイクル O）以降の事業（リサイクル O）に係

る業務を発注者が民間事業者に委託する場合には、発注者及び受注者（協定当事者）は、当該業務

の受託事業者を含む三者間で、改めて本事業と事業（リサイクル O）との事業間連携に係る協定を

締結するものとする。 

 

（建設共同企業体の解散時に対する措置） 

建設事業者が建設共同企業体である場合において建設共同企業体が解散した場合も、建設共第20条 

同企業体の構成員は、連帯して本基本契約において建設事業者が負うものとされる義務及び責任を

負うものとする。 

 

（権利義務の譲渡の禁止） 

発注者及び受注者は、相手方の事前の書面による承諾なく、本基本契約上の権利義務及び契第21条 

約上の地位につき、第三者への譲渡、担保権の設定その他の処分（これらの予約も含む。）をして

はならない。 

 

（損害賠償） 

本基本契約の各当事者は、本基本契約上の義務を履行しないことにより他の当事者に損害を第22条 

与えた場合、その損害の一切を賠償しなければならない。この場合において、受注者を構成するい

ずれかの当事者の債務不履行に起因して発注者に損害を与えた場合には、受注者は、発注者に対し、

連帯してその損害の一切を賠償するものとする。 

 

（契約の不調） 

事由の如何を問わず、建設工事請負契約、運営業務委託契約、焼却灰運搬業務委託契約又は第23条 

焼却灰資源化業務委託契約のいずれかが本契約として成立に至らなかった場合には、本基本契約に

別段の定めがない限り、発注者及び受注者のうち当該契約の当事者となるべき者が当該契約の締結

又は履行の準備に関して支出した費用は各自の負担とし、相互に債権債務関係の生じないことを確

認する。 

 前項にかかわらず、受注者の責めに帰すべき事由により、建設工事請負契約、運営業務委託契約、2 

焼却灰運搬業務委託契約又は焼却灰資源化業務委託契約のいずれかが本契約として成立に至らな

かった場合には、受注者は、発注者に対して、本事業の落札金額（落札者の入札金額に消費税及び

地方消費税の税率を乗じた額を加算した額）の10分の1に相当する金額の違約金を支払う義務を連

帯して負担するものとする。 

 前項の違約金の定めは損害賠償額の予定ではなく、当該建設工事請負契約、運営業務委託契約、3 

焼却灰運搬業務委託契約又は焼却灰資源化業務委託契約の本契約不成立により発注者が被った損

害のうち、当該違約金により填補されないものがあるときは、その部分について発注者が受注者に

対して損害賠償の請求を行うことを妨げないものとする。この場合、かかる受注者の損害賠償債務

も連帯債務となるものとする。 

 

（有効期間） 

本基本契約の有効期間は、建設工事請負契約についてさいたま市議会の議決を得て本契約と第24条 

して成立した日を始期とし、事業期間の満了日（平成 52 年（2040）3 月 31 日）を終期とする期間
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とし、当該期間内において当事者を法的に拘束するものとする。 

 前項の定めにかかわらず、本基本契約を除く事業契約の全てが終了した日をもって本基本契約は2 

終了するものとする。ただし、本基本契約の終了後も、前二条及び次条の定めは有効に存続し、当

事者を法的に拘束し続けるものとする。 

 前二項の規定にかかわらず、本基本契約の終了時において既に発生していた義務若しくは責任、3 

又は本基本契約の終了前の作為・不作為に基づき本基本契約の終了後に発生した本基本契約に基づ

く義務若しくは責任は、本基本契約の終了によっても免除されないものとする。 

 

（秘密保持） 

発注者及び受注者は、本基本契約又は本事業に関連して相手方から受領した情報（以下「秘第25条 

密情報」という。）を秘密として保持するとともに、秘密情報につき責任をもって管理し、本基本

契約の履行又は本事業の遂行以外の目的でかかる秘密情報を使用してはならず、本基本契約に別段

の定めがある場合を除いては、相手方の事前の書面による承諾なしに第三者に開示してはならない。 

 次の情報は、前項の秘密情報に含まれないものとする。 2 

 開示の時に公知である情報 (1) 

 開示される前に自ら正当に保持していたことを証明できる情報 (2) 

 開示の後に発注者又は受注者のいずれの責めにも帰すことのできない事由により公知となっ(3) 

た情報 

 開示を受けた当事者が、第三者から秘密保持義務を負うことなく入手した情報 (4) 

 発注者及び受注者が本基本契約に基づく秘密保持義務の対象としないことを書面により合意(5) 

した情報 

 第1項の定めにかかわらず、発注者及び受注者は、次の場合には相手方の承諾を要することなく、3 

相手方に対する事前の通知を行うことにより、秘密情報を開示することができる。ただし、相手方

に対する事前の通知を行うことが、権限ある関係当局による犯罪捜査等への支障を来たす場合は、

かかる事前の通知を行うことを要さない。 

 弁護士、公認会計士、税理士、国家公務員等の法令上の守秘義務を負担する者に開示する場(1) 

合 

 法令に従い開示が要求される場合 (2) 

 権限ある官公署の命令に従う場合 (3) 

 発注者につき守秘義務契約を締結した発注者のアドバイザーに開示する場合 (4) 

 発注者は、前各項の定めにかかわらず、本事業に関して知り得た行政情報に含まれるべき情報に4 

関し、法令その他発注者の定める諸規定の定めるところに従って情報公開その他の必要な措置を講

じることができる。 

 

（情報資産の保護） 

受注者は、本基本契約による事務を処理するための情報資産の取扱いについては、別記「情第26条 

報セキュリティ特記事項」を遵守しなければならない。 

 

（準拠法及び管轄裁判所） 

本基本契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 第27条 

 発注者及び受注者は、本基本契約に関して生じた当事者間の紛争について、第一審の専属的合意2 

管轄裁判所をさいたま地方裁判所とすることに合意する。 

 

（補則） 

本基本契約に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協議して定める。 第28条 
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[以下、余白] 
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別 記 

 

情報セキュリティ特記事項 

 

（基本事項） 

第 1 本基本契約により、発注者から業務の委託又は工事の請負を受けた受注者は、本基本契約によ

る業務を行うにあたり、情報資産の取扱いに際し、情報セキュリティの重要性を認識し、情報資産

の漏えい、紛失、盗難、改ざん等から保護するため、必要な措置を講じなければならない。 

 

（定義） 

第 2 この情報セキュリティ特記事項において使用する用語の定義は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 情報セキュリティ 情報資産の機密性、完全性及び可用性を確保し、維持することをいう。 

(2) 行政情報 本基本契約による業務を行うにあたり、発注者から提供された情報及び新たに作成

又は取得した情報（さいたま市個人情報保護条例（平成13年さいたま市条例第18号）第2条第1

号、第2号及び第6号に規定する個人情報、要配慮個人情報及び特定個人情報を含む。（以下「個

人情報」という））をいう。 

(3) 情報システム 本基本契約による業務を行うにあたり、発注者から提供されたハードウエア、

ソフトウエア、ネットワーク、記録媒体等で構成され、これらの一部又は全体で業務処理を行

う仕組みをいう。 

(4) 記録媒体 行政情報の記録及び管理に使用される磁気ディスク、磁気テープ、光ディスク等を

いう。 

(5) 情報資産 行政情報及び情報システムをいう。 

 

（情報セキュリティポリシー等の遵守） 

第 3 受注者は、本基本契約による業務に係る情報資産の取扱いについては、この情報セキュリティ

特記事項及び要求水準書等において定められている情報セキュリティに関する事項を遵守するもの

とする。 

 受注者は、本基本契約による業務履行の必要性により個人情報の取扱いが生じた場合、当該個人2 

情報に係る個人の権利利益の保護を図るため、さいたま市個人情報保護条例の例により適正に取り

扱わなければならない。 

 

（組織体制） 

第 4 受注者は、本基本契約による業務に係る情報セキュリティに関する組織的な体制として、次に

掲げる事項について書面により明らかにしなければならない。また、内容に変更がある場合、受注

者は速やかに書面により発注者へ連絡しなければならない。 

(1) 情報セキュリティに係る責任体制 

(2) 情報資産の取扱部署及び責任者並びに担当者 

(3) 通常時及び緊急時の連絡体制 

(4) 業務履行場所 

 

（秘密の保持） 

第 5 受注者は、本基本契約による業務に関して知り得た情報をみだりに他人に知らせ、又は当該委

託業務以外の目的で使用してはならない。 

 受注者は、本基本契約による業務に従事する者に対し、在職中及び退職後においても、本基本契2 

約による業務に関して知り得た情報をみだりに他人に知らせ、又は当該委託業務以外の目的で使用
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してはならないことその他情報資産の保護に関して必要な事項を周知徹底するとともに適切な教

育を行うこと。 

 受注者は前項の実施状況を書面にし、発注者に提出すること。 3 

 前項 1 及び 2 の規定は、本基本契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 4 

 

（委託目的以外の利用等の禁止） 

第 6 受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、本基本契約による業務に係る情報資産を

当該業務以外の目的に使用し、又は第三者に提供してはならない。 

 

（複写及び複製の禁止） 

第 7 受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、本基本契約による業務に係る情報資産を

複写し、又は複製してはならない。 

 

 （業務履行場所以外への持出禁止） 

第 8 受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、本基本契約による業務に係る情報資産を

業務履行場所以外へ持ち出してはならない。 

 

（情報資産の受渡し） 

第 9 本基本契約による業務に係る情報資産の提供、返却又は廃棄については、受渡票等で確認し行

うものとする。 

 

（厳重な保管及び搬送） 

第 10 受注者は、本基本契約による業務に係る情報資産の漏えい、紛失、盗難、改ざんその他の事故

等を防止するため、情報資産の厳重な保管及び搬送に努めなければならない。 

 

（再委託の禁止） 

第 11 受注者は、発注者の承諾があるときを除き、本基本契約による情報資産の取扱いを自ら行うも

のとし、その取扱いを第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 

 受注者は、情報資産の取扱いを第三者に委託し、又は請け負わせようとするときは、当該委託先2 

又は請負先に、この情報セキュリティ特記事項で要求する事項を遵守させなければならない。 

 

（事故発生時の報告義務） 

第 12 受注者は、本基本契約による業務に係る情報資産の漏えい、紛失、盗難、改ざんその他の事故

等が生じ、又は生じた可能性があることを知ったときは、速やかに発注者に報告し、その指示に従

わなければならない。本基本契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

 

（調査の実施） 

第 13 発注者は、本基本契約による業務に係る受注者の情報セキュリティの運用状況に関し、必要に

応じて業務履行場所への立入調査等を行うことができるものとする。 

 受注者は、発注者から業務履行場所への立入調査等の申入れがあったときは、特段の理由が認め2 

られる場合を除き、協力しなければならない。 

 発注者は、第 1 項による業務履行場所への立入調査等による確認の結果、受注者による情報セキ3 

ュリティの運用状況に瑕疵を認めたときは、期限を定めて改善を勧告するものとする。 

 受注者は、前項による改善勧告を受けたときは、この改善勧告に速やかに応じなければならない。 4 
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（情報資産の返還又は処分） 

第 14 受注者は、本基本契約が終了し、又は解除されたときは、本基本契約による業務に係る情報資

産を、速やかに発注者に返還し、又は漏えいを来さない方法で確実に処分しなければならない。 

 

（特記事項に違反した場合の契約解除及び損害賠償） 

第 15 発注者は、受注者がこの情報セキュリティ特記事項に違反していると認めたときは、契約の解

除及び損害賠償の請求をすることができるものとする。 

 

（違反事実の公表等） 

第 16 受注者がこの情報セキュリティ特記事項に違反し、契約を解除された場合、発注者は、受注者

の名称及び違反事実を公表することができる。 

 

（実施責任） 

第 17 受注者は、受注者内における情報資産の情報セキュリティ対策を明確にし、発注者が求めた際

には速やかに報告しなければならない。 

 

（その他） 

第 18 受注者は、第 1 から第 17 までに定めるもののほか、情報資産の適正な管理のために必要な措

置を講じなければならない。 

 



 

 

別紙 1（第 3 条、第 10 条関係） 

 

本事業の概要 

 

１． 本事業の概要 

1）事業名称 

さいたま市サーマルエネルギーセンター整備事業（DBO） 

 

2）公共施設等の概要 

所在地 さいたま市見沼区大字膝子 626 番地 1 外 

事業用地面積 約 46,000m2（全体） 

Ａエリア面積（建設対象施設整備エリア） 約 23,000m2 ア 

Ｂエリア面積（解体対象施設撤去エリア） 約 23,000m2 イ 

都市計画事項 

都市施設（「ごみ焼却ごみ処理場」として、都市計画決定予定。） ア 

面積：約 46,000m2 

区域区分 市街化調整区域 イ 

防火地区 指定なし ウ 

高度地区 指定なし エ 

建ぺい率 60％以内 オ 

容積率 200％以内（前面道路による容積率算定係数 0.4） カ 

高さの制限 隣地斜線制限：20m＋勾配 1.25、道路斜線制限：勾配 1.5 キ 

日影規制 測定水平面 4m、5m を超え 10m の範囲 5 時間以上、 ク 

10m を超える範囲 3 時間以上 

緑化面積率 敷地全体に対して 25％以上（設計・建設業務完了時） ケ 

下水道計画区域 区域外 コ 

森林法 該当なし サ 

その他 電波法第102条の2の規定に基づく「伝搬障害防止区域」に該当する。 シ 

 

3）事業方式 

ＤＢＯ（Ｄｅｓｉｇｎ－Ｂｕｉｌｄ－Ｏｐｅｒａｔｅ）方式 

 

２． 事業日程 

1）事業契約（仮契約）締結 

平成[  ]年（   ）[  ]月[  ]日 

 

2）建設工事着手 

契約締結日（本契約としての成立日） 

 

3）運営業務、焼却灰運搬業務、焼却灰資源化業務開始 

平成37年（2025）4月1日 

 

4）運営業務、焼却灰運搬業務、焼却灰資源化業務終了 

平成52年（2040）3月31日 

 



 

 

３． 施設の概要 

1）新設する施設（建設対象施設） 

ア 高効率ごみ発電施設 

処理方式 
ストーカ方式（焼却灰の外部資源化）、シャフト炉式ガス化溶融方式また

は流動床式ガス化溶融方式のいずれかの方式 

処理能力 420t/日（140t/24h×3 炉） 

処理対象物 もえるごみ、破砕残渣、その他 

 

イ マテリアルリサイクル推進施設 

処理方式 破砕設備（もえないごみ） ：一次破砕＋高速破砕＋磁気選別＋アルミ選

別＋可燃物選別＋不燃物選別＋搬送、保管

 
破砕設備（不燃性粗大ごみ）：高速破砕＋磁気選別＋アルミ選別＋可燃物

選別＋不燃物選別＋搬送、保管 

 破砕設備（可燃性粗大ごみ）：切断 

 

破砕設備（有害危険ごみ） ： 

（蛍光管） 手破袋＋蛍光管破砕＋ドラム缶詰め＋保管 

（水銀体温計） 手破袋＋ドラム缶詰め＋保管 

（ライター） 手破袋＋ライター破砕 

（スプレー缶） 手破袋＋フレコンバッグ詰め＋保管 

（乾電池） 手破袋＋ドラム缶詰め＋保管 

 選別設備（びん）：破除袋＋選別＋保管 

 選別設備（かん）：破除袋＋選別＋圧縮梱包等＋保管 

 

保管設備（適正処理困難物）： 

（ポケットコイル入りマットレス、ソファー） 手解体 

（その他の適正処理困難物等） 保管 

処理能力 破砕設備 ：28ｔ/日 

 選別設備（びん） ：14ｔ/日 

 選別設備（かん） ： 7ｔ/日 

 保管設備 ： － 

処理対象物 破砕設備 ：もえないごみ 

 選別設備（びん） ：びん 

 選別設備（かん） ：かん 

 保管設備 ：適正処理困難物等 

 

2）解体撤去する施設（解体対象施設） 

処理方式 全連続燃焼式（ストーカ式） 

施設規模 300t/日（100t/24h×3 炉） 

構造 鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造、鉄骨造 

階数 地上 5 階 

その他施設 

粗大ごみ処理施設、管理棟、進入路、退出路、計量棟、自動洗車場、ポン

プ室、危険物倉庫、薬剤貯留棟、煙突、リサイクルセンター作業棟、リサ

イクルセンタープラザ棟、ストックヤード等 

 

以  上  



 

 

別紙 2（第 7 条関係） 

 

 

運営事業者への出資金額及び株主構成 

 

 

1 運営事業者への設立当初の出資金額及び株主構成 

 

株主名 出資金額 

 円

 円

 円

 円

出資金合計 円

 

 

2 運営業務開始時から事業期間終了時までにおける運営事業者への出資金額及び株主構成 

 

株主名 出資金額 

 円

 円

 円

 円

出資金合計 円

 

 

以  上  

 



 

 

別紙 3（第 14 条関係） 

 

 

異常事態発生時における受注者の協議ルール 

 

 

【事業者提案により記載する。】 

  

以  上  

 


